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41 26

関係する計
画、通知等

環境影響評価法附則第７条
基本的事項【環境省告示】

－

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 環境影響評価課

上位政策

課長　花岡　千草総合環境政策局

一般会計

担当部局庁

環境政策の基盤整備

総事業費(執行ベース) 34 41 26
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19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 38

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

　抜本的改善
　
　(「環境影響評価制度等推進費」、「戦略的アセスメント導入推進費」及び「環境影響評価制度充実推進費」について整理統合し、
また、調査事項について適宜見直しを行い、効率的な事業実施に努めるべき。なお、一部のメニューについては、所期の目的が
達成されたため、廃止。)

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

企画競争により契約の相手方を選定している業務については、一般競争入札（総合評価落札方式）へ切り替える。
平成２３年度以降においては、第１７４回通常国会へ提出している「環境影響評価法の一部を改正する法律案」には盛
り込まれなかった検討課題を踏まえ、必要に応じて内容の見直しを行う予定。
平成２３年度要求については、「戦略的環境アセスメント導入推進費」及び「環境影響評価制度充実推進費」と事業全
体の統合を目指す予定。

文献調査についてはその結果の報告を求め、研究会には全て環境省担当官が出席しており、支出先・使途の把握は
適切に行われていると考える。
各調査業務の成果は中央環境審議会における今後の環境影響評価制度の在り方に関する議論において資料として
用いられており、その成果として、第１７４回通常国会へ「環境影響評価法の一部を改正する法律案」を提出している。
また、今後、環境影響評価法に基づく基本的事項（環境省告示）や主務省令の見直し作業における基礎資料としても活
用される予定。

事業番号 ２６９

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

昭和55年度環境影響評価制度等推進費

執行率 121% 108% 68%

【A.環境影響評価法の施行状況等に係る調査】
環境影響評価制度の見直しに向けて、中央環境審議会において議論される論点について、その検討に必要な施行状
況の調査及び国内外の最新知見の調査・整理を実施。

【B.環境影響評価法に基づく基本的事項等に係る課題研究調査】
基本的事項の第２回点検に向けて、前回改正以降の実施実態及び環境施策の動向等を整理した上で、技術的な観点
から基本的事項等の課題及び関連知見等を整理。有識者による調査研究会（検討員１６名、５回、東京都内）及び生物
多様性分野に係るワーキンググループ（検討員９名、３回、東京都内）を実施。
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事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

環境影響評価制度の見直しに向け、我が国の環境影響評価法の施行状況等について調査し、見直し内容等を検討す
るとともに、見直し後の環境影響評価制度について周知徹底を図る。また、基本的事項（環境省告示）の見直しに向
け、前回の点検（平成16年度）以降の実施状況や制度見直しの内容等を検討する。

環境影響評価法の改正（第１７４回通常国会において改正案を審議中）を念頭に、現行法の課題を抽出し、課題への
対応方向を検討する。当該検討内容により、現状の課題を的確に反映した制度の見直しを図られることになる。また、
環境影響評価法に基づく基本的事項（環境省告示）について、前回の点検（平成１６年度）の見直し内容の効果を把握
する。当該効果を把握することで、次回の第２回点検が充実したものとなる。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）
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資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

環境省

２６百万円

Ａ（社）日本環境アセスメント協会

１０百万円

環境影響評価法の施行状況等に係る

調査

【総合評価入札・請負】

Ｂ（社）日本環境アセスメント協会

１６百万円

【企画競争・請負】

環境影響評価法に基づく基本的事

項等に係る課題研究調査

事業全体の企画立案・検討、統括管理等を行う



0計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 16 計

雑役務費 基本的事項に係る課題研究調査
費

16

B.（社）日本環境アセスメント協会 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 10 計

雑役務費 環境影響評価法施行状況等調査
費

10

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.（社）日本環境アセスメント協会 E.


